
平成２９年１月２４日

川崎市 環境局 地球環境推進室

川崎市における気候変動適応策について
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川崎市の現況

●面 積：１４４.３５ ㎢

人口の増加状況と将来推計

（年）

（万人） 実績 推計

首都圏の好位置にある優位性

出典：川崎市人口推計

道路・鉄道・航空など交通利便性の高さ

出典：平成２６年版大都市比較統計年表

・羽田空港まで１５分
・東京駅まで １８分
・横浜駅まで １０分

川崎市

大都市比較（政令指定都市と東京都区部）
〇「自然増加比率」が1 位(0.29％) 【29 年連続】
〇「出生率」が1 位(0.99％) 【25 年連続】
〇「従業者1 人当たり製造品出荷額等」が1 位

(9,450 万円) 【43 年連続】

●人 口： １，４９０，２６９人
（平成28年12月１日現在）

●世帯数：７０４，４２３世帯
（平成28年12月１日現在）
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環境と経済の調和と好循環を基調とした持続可能な低炭素社会を構築し、良好な環境を将来の世
代に引き継ぐ。

●市域における温室効果ガス排出量の削減に取り組むとともに、本市の特徴である優れた環境技
術を活かし地球全体での温室効果ガス排出量の削減に貢献することで、2020年度までに1990年度
の市域における温室効果ガス排出量の25％以上に相当する量の削減を目指す。
※ 国全体の中期目標に関する検討状況等を見極めながら、必要に応じて目標の改定について検討を行う。

①効果的に温室効果ガス排出量の削減が誘導される社会・経済システムを構築する。

②再生可能エネルギー源、未利用エネルギーなど、地域に存在するエネルギー資源を有効かつ効
率的に利用する。
③事業者、市民、市がそれぞれの役割に応じて削減する。
④協働の取組を推進する。
⑤地球全体での温室効果ガス排出量の削減に貢献する。
⑥ヒートアイランド対策に資する。

基本方針

本市では、市民や事業者と協力のもと地球温暖化対策を進め、平成22年10月には地球温
暖化対策推進基本計画を策定し、取組を推進してきた。

削減目標

基本理念

川崎市地球温暖化対策推進基本計画（平成22年10月策定）
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○川崎温暖化対策推進会議
（ＣＣ川崎エコ会議）
平成２０年７月、「ＣＣかわさき」を推進する全市
の多様な主体による地球温暖化対策のネットワ
ーク組織として設立
市民団体・事業者・学校等、１００余の団体が加盟

○川崎市地球温暖化防止
活動推進センター

平成２２年１２月、啓発活動、広報、推進員
の活動支援、市民や事業者からの相談など
を行う支援組織であり、市内ＮＰＯ法人を指定

○川崎市地球温暖化防止
活動推進員

市民・事業者・行政と連携・協働しながら、
地球温暖化対策の実践活動や普及啓発
を推進する。

連携・協働

○川崎市温暖化対策庁内
推進本部
平成２０年２月、市自らが温暖化対策を積極的に
牽引するため、市長を本部長とし、具体的な対策
を実施する推進組織として設置

地域住民等との連携体制

行政の推進体制

各主体が協働した取組を推進

川崎の温暖化戦略ネットワークの推進

川崎市の地球温暖化対策の推進体制
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◆地域特性等

気候変動の影響は、地域や土地利用などによって異なり、気候変動適応策の検討・実施にあたって
は、地域の特徴等を踏まえることが重要。

①地理的特徴：北は多摩川、南は横浜市、西は多摩丘陵、東は東京湾。南西から北東へ細長い地形。

②社会的特徴：人口密度が高く、将来人口も増加すると推計。市域の大半が都市的土地利用。

③産業活動の特徴：臨海部の先端産業、約400の研究開発機関など、産業の集積。

川崎市気候変動適応策基本方針について（１）
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【気温】（統計期間：1985年～2014年）
ポイント

・年平均気温は、統計期間の30年間において、
上昇傾向（川崎：約 0.9℃/30年、中原：約
1.6℃/30年、麻生：約1.5℃/30年）

環境総合研究所「大気環境常時監視シ
ステム」のデータから、臨海部・内陸部・
丘陵部から１地点ずつ選定（川崎・中原
・麻生）し、分析。

【降水量】（統計期間：1978年～2014年）
ポイント

・年降水量は、宮前区野川・麻生区早野において増
加傾向が見られるが、幸区小倉、横浜地方気象台（
横浜市中区山手）では変化傾向は見られない。

国土交通省「水文水質データベース」のデー
タをもとに、市内の観測地点（幸区小倉、宮
前区野川、麻生区早野）について分析。

◆気候の現状

本市における気候の現状を把握するため、川崎市環境総合研究所が把握している市内のデータ及
び横浜地方気象台のデータ等を参考にしながら、気候の分析を実施。



◆気候の将来予測

国（環境省・気象庁）による気候変動予測データを参考にしながら、川崎市域を含む南関東エリアを抽出して気候
変動の将来予測を実施

川崎市気候変動適応策基本方針について（２）
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【気温】
●21世紀末における年平均気温
・「厳しい温暖化対策を取った場合」：現在と比較して0.4～1.6℃上昇
・「厳しい温暖化対策を取らなかった場合」：現在と比較して3.2～5.0℃上昇

●21世紀末における真夏日の日数（日最高気温30℃以上の日＝現在気候では約40日程度）
・「厳しい温暖化対策を取った場合」：現在と比較して約16日の増加
・「厳しい温暖化対策を取らなかった場合」：現在と比較して約62日の増加

【降水量】
●21世紀末における年降水量の変化＝増加する場合と減少する場合があり、有意な傾向は見られない。
●21世紀末における短時間強雨の発生回数＝1時間に30ミリ以上の強い雨の発生頻度は増加傾向。

◆市民・事業者の意識

◆市民アンケート（「平成27年度第1回かわさき市民アンケート」（平成27年7月）の中で実施）
⇒市内在住の満20歳以上3,000人を対象とし、1,331人から回答（有効回収率：44.4％）

・地球温暖化による気候変動の影響の実感度などについて調査。
・「気温上昇」や「局地的な大雨の影響」などの様々な事象において、市民は気候変動を実感。

◆事業者アンケート（平成27年9月実施）
⇒環境に配慮した取組を行っている市内の173事業者を対象とし、49社から回答（有効回収率：28.3％）

・市内事業者の気候変動適応策への取組状況について調査。
・市内事業者の中には、適応に活用できる製品や技術を有している事業者が存在。
・市に期待していること＝気候変動に関する情報提供などの支援。



国の適応計画 本市が取り組む重要項目
分 野 主な大項目 主な小項目 取組項目 取組理由（本市の実情・特性等）

自然災害
・沿岸域

河 川
洪水
内水

治水・水害
対策

●今後、「短時間強雨」の増加が見込まれており、
雨水排水施設の能力超過等による浸水や河川
の氾濫、土砂災害などのリスクが高まると考え
るため。

健 康

暑 熱
死 亡 リ ス ク
熱中症

熱中症
対策

●今後、「気温上昇」が見込まれており、熱中症に
罹患するリスクが高まるとともに、それによる救
急搬送者数が増加すると考えるため。

感染症
節足動物媒介
感染症

感染症
対策

●今後の「気温上昇」等により、感染症を媒介す
る蚊等の節足動物の分布可能域が変化し、感
染するリスクが高まると考えるため。

国民生活
・都市生活

その他
暑熱による生
活への影響等

暑熱対策（ヒートアイランド対策含む）

●今後、「気温上昇」が見込まれており、既に生じ
ている「ヒートアイランド現象」が重なることで、さ
らに暑熱環境が悪化すると考えるため。

7

川崎市気候変動適応策基本方針について（３）

「地球温暖化や資源・エネルギー問題など地球
規模での環境問題がより深刻化する中で、環境
変化に対して柔軟に適応するとともに、市民、事
業者などと協働しながら、地球や地域の環境保
全を進め、健康で快適に暮らし続けることができ
る持続可能なまちづくりを進めます」

本市の総合計画
（「市民生活を豊かにする環境づくり」）

「市民が健康で快適に暮らし続けることができる持続可能なまちづくりに
向け、本市の実情や特性等に応じた気候変動適応策に取り組んでいく」

本市における気候変動適応策に向けた基本的な方針

● 基本的な考え方

● 本市において取り組む気候変動適応策の分野・項目

「気候変動の影響への適応策の推進により、当
該影響による国民の生命、財産及び生活、経済
、自然環境等への被害を最小化あるいは回避し
、迅速に回復できる、安全・安心で持続可能な
社会の構築」

「国の適応計画」で示される「農業、森林・林業、水産業」など「７分野」については、本市の状況に応じて適切に対応しつつ、基礎自治体とし
て、本市の実情や特性等に応じた気候変動適応策を検討・実施するため、本市において重要な分野・項目を次のとおり整理し、取り組んでいくこ
ととする。

国の適応計画

（目指すべき社会の姿）
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川崎市気候変動適応策基本方針について（４）

● 本市が独自に取り組む項目

● 本市が取り組む重要な分野・項目の取組方針

項 目 取組理由（本市の実情・特性等）

産業の振興等の視点からの適応の取組

●市内にある優れた環境技術や産業の集積により地域経済の活性化と国際社会への貢献に取り組んでおり、
今後の気候変動にも活用できる環境技術等があると考えるため。

適応策に関する理解の向上（環境学習・
普及啓発）

●適応策の推進には、市民や事業者等が、気候変動の状況やこれによる影響、また適応の取組等に関する理
解の向上を図ることが必要と考えるため。

ア 治水・水害対策
【取組方針】
・安全・安心な暮らしを守る河川整備の推進
・国や流域自治体等と連携した取組の推進

イ 熱中症対策
【取組方針】
・熱中症対策に関する情報の提供等
・救急医療体制の充実等

ウ 感染症対策
【取組方針】
・蚊媒介感染症対策に向けた取組の推進

・科学的知見の集積

エ 暑熱対策（ヒートアイランド対策含む）
【取組方針】
・「緩和」と「適応」の両方に資するヒートアイランド対策の取組推進（緑・水

の確保など）

・暑熱に関する調査・観測
・関係省庁等との連携による取組

オ 産業の振興等の視点からの適応の取組
【取組方針】
・市内事業者が有する環境技術を、気候変動適
応策に活かす取組を支援
・気候変動適応策を通じた産業振興と国際貢献

カ 気候変動適応策に関する理解の向上
（「適応策」に関する環境学習・普及啓発）
【取組方針】
・環境学習や生涯学習等での学習機会の確保
・市内の気温等の観測・分析、情報発信
・気候変動や「適応策」に関する情報発信・人材
育成支援
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川崎市気候変動適応策基本方針について（5）

治水・水害対策の主な取組状況

○総合的な治水・浸水対策の推進
・洪水に対応した河道整備
・雨水流出抑制施設等を活用した流域対策
・防災意識の向上
（洪水ハザードマップ・土砂災害ハザードマップの周知等）

○多摩川・鶴見川両流域における、関係自治体等と連携した取組

暑熱対策（ヒートアイランド対策含む）の主な取組状況

○緑・水の確保
・地域緑化、緑地保全 ・多摩川の保全・活用
・公園緑地等の整備 ・農地の保全・活用
○排熱の抑制
・住宅の省エネ化等の普及促進
・次世代自動車の普及促進
○地表面被覆の改善
・屋上・壁面緑化の推進 ・浸透性舗装の推進
○ライフスタイルの変革
・エコドライブの推進 ・軽装勤務
○暑熱環境調査
○東京管区気象台等、関係省庁と連携した取組
○九都県市と連携した取組

● 今後の気候変動適応策の推進について

（１）本市の気候変動に関する観測・分析、情報発信

川崎市環境総合研究所や国の観測データにより市域の気候状況等を把握・分析するとともに、その結果などの関連情報について積極的に発信。

（２）「川崎市地球温暖化対策推進計画」改定にあわせた具体的な適応計画の策定

気候変動適応策の具体的な取組を定めた計画については、今後の「川崎市地球温暖化対策推進計画」の改定にあわせ策定していく。なお、方針につい
ては、気候変動の状況や国内外の「適応策」の取組の状況等を踏まえ、必要に応じて見直し等を行う。

（３）市民・事業者・行政の各主体の連携・協働による取組の推進

地球温暖化対策の推進に向けた各主体の連携・協働の取組を活用し、気候変動適応策に関する理解の向上などを図っていく。

（４）全庁的な体制による取組の推進

気候変動適応策の推進にあたっては、既存の地球温暖化対策推進の庁内会議を活用し、取組を進めていく。

● 国土交通分野の主な取組状況



御静聴 ありがとうございました
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エコちゃんず：CCかわさきの基本理念「環境と経済の好循環」を表現するキャラクター


